様式第１号－２（第６条関係）

平成　　年　　月　　日
公益財団法人あきた企業活性化センター　理事長　　あて
申請者
所在地　
名称　
代表者職・氏名　　　　　　　　　　　　　　　印
平成　　年度あきた農商工応援ファンド事業助成金交付申請書
　平成　　年度あきた農商工応援ファンド事業について助成金の交付を受けたいので、あきた農商工応援ファンド事業助成金交付要領第６条の規定に基づき、申請します。
１　助成事業の種類
農商工連携応援団体支援事業
２　助成事業に要する全経費
　　　　　　円（うち特定費用　　　　　　　円）
３　助成金交付申請額
　　　　　　円
４　助成事業の実施期間
平成　　年　　月　　日～平成　　年　　月　　日
５　助成事業の内容
別紙１「助成事業計画書」のとおり

６　助成事業に要する経費の配分
別紙２「収支予算書」のとおり（次の書類を添付してください。）

①　積算金額の根拠書類（見積書、価格表等）

②　「委託・外注計画書」（事業の一部を第三者に委託又は外注する場合）
７　欠格事項非該当申出書
別紙３　欠格事項非該当申出書のとおり
（注）次の書類を添付すること。

・直近２期の収支決算書
・定款及び登記簿謄本の写し
・組織概要が分かる組織案内又はパンフレット等
※　農商工連携支援事業に申請する場合は、様式第１号－１を使用してください。
（別紙１）
あきた農商工応援ファンド事業計画書

１　申請者の概要

	⑴　名称
　　代表者職・氏名
	

	⑵　代表者役職・氏名
	

	⑶　所在地
	

	⑷　設立年月日
	　　　　年　　月　　日

	　沿革
	

	⑸　資本金（出資金）
	　　　　　　　　　　円

	　　　※１　出資構成
	※１

	⑹　従業員数
	役員
	従業員（人）
	左記のう

ち正社員

	
	
	事務系
	営業系
	技術系
	合計
	

	
	人
	人
	人
	人
	人
	人

	⑺　会員数
	正会員
	準会員
	賛助会員
	
	
	合計

	
	人
	人
	人
	
	
	人

	⑻　主な事業内容
	

	⑼　事業実績額
	　　　　　　　千円［平成　　年　　月期］

	⑽　事業活動上の強み（技術やノウハウ等に関する自己アピール）
	

	⑾　支援活動環境及び現在の課題
	

	⑿　連絡先

担当者職・氏名

担当者所属部署名

電話番号

ＦＡＸ番号

E-mailアドレス
	


２　助成事業の概要（各項目を中心に簡潔に記載すること。別紙に記載しても可）
	事業の名称（テーマ）
	

	事業実施期間
	平成　　年　　月　　日　～　平成　　年　　月　　日

	事業実施の理由・必要性
事業の目的
	①　この事業を行うに至る社会的背景（現状や課題）、理由、必要性について

②　この事業の目的・ねらいについて

③　この事業を今すぐ実施する必要性について



	事業の具体的内容
	①　事業の目的・ねらいを達成するために行う具体的な取り組み内容（手段、手法等）について

②　事業遂行上の課題点・問題点及びその解決策について



	支援対象者が行う農商工連携の取組内容
	①　支援対象者が行う農商工連携の取組内容について

②　支援対象者が行う農商工連携の取組と応援団体が行う農商工連携支援のための取組の役割分担について


	事業成果の把握方法
	①　事業成果を把握する手段、手法について

※　アンケート実施の場合は、具体的な質問項目も記載すること。



	成果・効果
	①　事業実施により期待される被支援者へ成果・効果について

②　事業実施により期待される地域への波及効果について



	関連する事業の実施状況
	①　この事業以外にも農林漁業者と中小企業者等が連携して行う取組を促進する事業について


	事業実施体制（簡単なフロー図等で記入してください。）
	

	
	指導者、協力者、外部提携先
	

	他の補助金等の交付（申請）状況
	　国、県、市町村又は公的な団体から補助又は委託を受けたことがあり、補助事業又は委託事業の終了した年度の翌年度から３年間を経過していない場合又は現在申請を行っている場合は、年度、補助金等の名称、主な事業内容、補助金等交付元及び補助金等金額記載してください。


	特定費用申請理由


	


３　申請事業スケジュール

	項　　　目
	月
	月
	月
	月
	月
	月
	月
	月
	月
	月
	月
	月

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	


※１　主な取組のスケジュールを記入してください。
※２　実施期間が複数月におよぶ場合は実施期間を矢印で記してください。
（別紙２）

収支予算書
１　収入の部
（単位：千円）
	区分
	金　額
	内訳等

	自己資金
	
	

	助成金
	
	

	借入金
	
	

	寄付金
	
	

	その他
	
	

	計
	
	


２　支出の部
（単位：千円）

	区分
	助成事業に要する経費（A）
	助成対象経費

(B)（≦A)
	助成金(C)

（≦B×助成率)
	備考

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	計
	
	
	
	


◎消費税等仕入控除税額の減額（有り　・　無し）

※１　本書の作成に当たっては、当該助成金に係る消費税及び地方消費税に係る仕入控除額を減額してください。ただし、作成時において当該助成金に係る消費税及び地方消費税に係る仕入控除額が明かでないものについてはこの限りでありません。

※２　支出の部の区分は取組内容（技術研修会開催事業費、商談会開催事業費、展示会等出展事業費など）ごとに分類してください。

※３　項目が多岐にわたる場合、適宜行を追加し記載してください。

※４　助成事業に要する経費の区分ごとの金額は、支出明細書の経費の区分ごとの金額と一致すること。
支出明細書

（単位：円）

	区分
	費目
	金額
	積算内訳

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	合計
	
	


※１　積算根拠がわかる資料等を添付してください。

※２　支出明細書の経費の区分ごとの金額は、収支予算書の支出の部の助成事業に要する経費の区分ごとの金額と一致すること。

※３　助成対象経費は、別表において示す別記のとおり。

※４　事業の一部を委託・外注する場合は、委託・外注計画書を添付してください。

※５　特定費用は、積算内訳に特定費用であることが分かるように明記し、その内訳を記載すること。

委託・外注計画書
	委託・外注の内容
	

	委託・外注の期間
	平成　　年　　月　　日～平成　　年　　月　　日

	委託・外注（予定先）の名称等
	名　称:

所在地:

	委託・外注先の選定方法
	

	委託・外注の理由・必要性
	


※　委託・外注業務ごとに作成してください。

（別紙３）

欠格事項非該当申出書
　平成　　年度あきた農商工応援ファンド事業助成金の応募にあたっては、欠格事項には該当しません。

　なお、応募日現在における国税及び地方税の納税状況は次のとおりです。

（以下の該当する項目の番号を○で囲んで下さい。）

１　滞納はありません。

２　以下のとおり滞納がありますが、今後、課税庁の了承した納入計画に基づいて納付します。

	税金名
	課税年度
	納期
	滞納額

（千円）
	今後の納付計画

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	


※　課税庁が認めた納入計画を添付すること。手形・小切手の場合は、振り出しが分かるものを添付

平成　　年　　月　　日

公益財団法人あきた企業活性化センター理事長　あて
所在地　
名称　
代表者職・氏名　　　　　　　　　　　　　　　　印
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